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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　組成物中の全成分を合計したものを重量パーセントの基準として、
　（ａ）少なくとも４０重量パーセントの、１００℃以上の融点（ＭＰ）を有する１種ま
たは複数種の等方性ポリエステル、
　（ｂ）０．５～２０重量パーセントの液晶ポリマーであって、その融点が、少なくとも
３２５℃以上である、液晶ポリマー、
　（ｃ）１．０～３５重量パーセントの補強剤であって、その平均アスペクト比が２．０
以上であり、その最も長い寸法の平均が２０μｍ以下である補強剤、および
　（ｄ）１０～３０重量パーセントの高分子強化剤であって、前記等方性ポリエステルに
対して反応性の官能基を有する強化剤、
　を含むことを特徴とする組成物。
【請求項２】
　前記等方性ポリエステルが本質的に、テレフタル酸、イソフタル酸および２，６－ナフ
タレンジカルボン酸の１種または複数種、ならびにＨＯ（ＣＨ２）ｎＯＨ（Ｉ）、１，４
－シクロヘキサンジメタノール、ＨＯ（ＣＨ２ＣＨ２Ｏ）ｍＣＨ２ＣＨ２ＯＨ（ＩＩ）、
およびＨＯ（ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２Ｏ）ｚＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２ＯＨ（ＩＩＩ）
の１種または複数種、から誘導される繰り返し単位からなり、ｎは２～１０の整数、ｍは
平均して１～４、そしてｚは平均して７～４０であることを特徴とする請求項１に記載の
組成物。
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【請求項３】
　前記等方性ポリエステルが、ポリ（エチレンテレフタレート）であることを特徴とする
請求項１または２に記載の組成物。
【請求項４】
　前記補強剤が、３．０以上の平均アスペクト比を有し、かつ１０μｍ以下の平均最大寸
法を有することを特徴とする請求項１～３のいずれかに記載の組成物。
【請求項５】
　前記補強剤が、ウォラストナイト、タルク、またはチタン酸カリウム・ホイスカーであ
ることを特徴とする請求項１～４のいずれかに記載の組成物。
【請求項６】
　前記補強剤が、前記組成物の５～２０重量パーセントであり、かつ前記液晶ポリマーが
、前記組成物の２．０～１０重量パーセントであることを特徴とする請求項１～５のいず
れかに記載の組成物。
【請求項７】
　前記高分子強化剤が、エポキシまたは無水カルボキシル官能基を含むことを特徴とする
、請求項１～６のいずれかに記載の組成物。
【請求項８】
　前記高分子強化剤が、官能基を含む１種または複数種のモノマーを１．０～１５重量パ
ーセント含むことを特徴とする請求項１～７のいずれかに記載の組成物。
【請求項９】
　エポキシ化合物もしくは樹脂、または潤滑剤の１種または複数種をさらに含むことを特
徴とする請求項１～８のいずれかに記載の組成物。
【請求項１０】
　全成分を合計したものの重量パーセントを基準として、
　（ａ）少なくとも４０重量パーセントの、１００℃以上の融点（ＭＰ）を有する１種ま
たは複数種の等方性ポリエステル、
　（ｂ）０．５～２０重量パーセントの液晶ポリマーであって、その融点が、少なくとも
３２５℃以上である、液晶ポリマー、
　（ｃ）１．０～３５重量パーセントの補強剤であって、その平均アスペクト比が２．０
以上であり、その最も長い寸法の平均が２０μｍ以下である、補強剤、および
　（ｄ）１０～３０重量パーセントの高分子強化剤であって、前記等方性ポリエステルに
対して反応性の官能基を有する強化剤を含み、
　さらに、少なくとも１種または複数種の、前記強化剤に対して反応性の活性成分を含み
、前記活性成分はカルボキシル、ヒドロキシル、アミノ、エポキシ、無水カルボキシルか
ら選択される１種または複数種の官能基を含むものである、組成物を製造するための方法
であって、
　該方法が、
　（ａ’）第一の混合工程において、前記等方性ポリエステル（ａ）、前記液晶ポリマー
（ｂ）、および前記高分子強化剤（ｄ）を含む原料を混合して、中間組成物を形成する工
程、および、次いで
　（ｂ’）１工程または複数工程の後続混合工程において、前記中間組成物、および前記
１種または複数種の活性成分を含む原料を混合する工程
を含み、
　前記補強剤（ｃ）は、工程（ａ‘）または（ｂ’）において添加されることを特徴とす
る方法。
【請求項１１】
　前記等方性ポリエステルが本質的に、テレフタル酸、イソフタル酸および２，６－ナフ
タレンジカルボン酸の１種または複数種、ならびに、ＨＯ（ＣＨ２）ｎＯＨ（Ｉ）、１，
４－シクロヘキサンジメタノール、ＨＯ（ＣＨ２ＣＨ２Ｏ）ｍＣＨ２ＣＨ２ＯＨ（ＩＩ）
、およびＨＯ（ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２Ｏ）ｚＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２ＯＨ（ＩＩＩ
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）の１種または複数種、から誘導される繰り返し単位からなり、ｎは２～１０の整数、ｍ
は平均して１～４、そしてｚは平均して７～４０であることを特徴とする請求項１０に記
載の方法。
【請求項１２】
　前記等方性ポリエステルが、ポリ（エチレンテレフタレート）であることを特徴とする
請求項１０または１１に記載の方法。
【請求項１３】
　前記液晶ポリマーが、３００℃以上の融点を有し、前記組成物の２．０～１０重量パー
セントであり、前記補強剤が、３．０以上の平均アスペクト比と、１０μｍ以下の平均最
大寸法を有することを特徴とする請求項１０～１２のいずれかに記載の方法。
【請求項１４】
　前記高分子強化剤が、エポキシ官能基を含むことを特徴とする請求項１０～１３のいず
れかに記載の方法。
【請求項１５】
　請求項１～９のいずれかに記載の組成物を含むことを特徴とする外観部品（ａｐｐｅａ
ｒａｎｃｅ　ｐａｒｔ）。
【請求項１６】
　自動車のボディパネル、自動車の内装パネル、電気器具部品（ａｐｐｌｉａｎｃｅ　ｐ
ａｒｔ）、電動工具ハウジング、電子機器のキャビネットもしくはハウジング、車両の外
装もしくは内装パネル、建築物の装飾内装パネル、家具、または電話もしくはその他の電
話設備であることを特徴とする請求項１５に記載の外観部品。
【請求項１７】
　着色されていることを特徴とする請求項１５または１６に記載の外観部品。
【請求項１８】
　請求項１～９のいずれかに記載の組成物を含むことを特徴とする自動車、トラック、ス
ノーモービル、建設車両、または農場用車両。
【請求項１９】
　前記組成物がコーティングされていることを特徴とする請求項１８に記載の、自動車、
トラック、スノーモービル、建設車両、または農場用車両。
【請求項２０】
　金属部品および少なくとも１つのプラスチック部品から組み立てられ、金属およびプラ
スチックの外観表面を有する基材をコーティングするための方法であって、連続して以下
の工程、
　（１）前記基材に電着コーティングをし、析出しなかった電着コーティング剤を前記基
材から除き、前記析出した電着コーティングを加熱架橋し、それによって、前記金属表面
上に電着コーティングプライマーを形成する工程、および
　（２）少なくとも、前記金属およびプラスチックの外観表面の全部の上に、少なくとも
１つの追加のコーティングを塗布し、硬化する工程、を含み、
　ただし、前記プラスチック部品の少なくとも一部は、前記基材の前記プラスチック外観
表面を形成し、そして、前記プラスチック部品の少なくとも一部は、組成物中の全成分を
合計したものの重量パーセントを基準として、
　（ａ）少なくとも４０重量パーセントの、１００℃以上の融点を有する少なくとも１種
の等方性ポリエステル、
　（ｂ）０．５～２０重量パーセントの液晶ポリマーであって、少なくとも３２５℃以上
の融点を有する、液晶ポリマー、
　（ｃ）１．０～３５重量パーセントの補強剤であって、その平均アスペクト比が２．０
以上であり、その最も長い寸法の平均が２０μｍ以下である、補強剤、および
　（ｄ）１０～３０重量パーセントの高分子強化剤であって、前記等方性ポリエステルに
対して反応性の官能基を有する強化剤、
　を含む組成を有するものであることを特徴とする方法。
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【請求項２１】
　金属部品および少なくとも１つのプラスチック部品から組み立てられ、金属およびプラ
スチックの外観表面を有する基材をコーティングするための方法であって、前記基材を電
着コーティングする工程、前記基材から析出しなかった電着コーティング剤を除去する工
程、前記析出した電着コーティングを加熱架橋し、それによって前記金属表面の上に電着
コーティングプライマーを形成する工程を含み、
　ただし、前記プラスチック部品の少なくとも一部は、前記基材の前記プラスチック外観
表面を形成し、そして、前記プラスチック部品の少なくとも一部は、組成物中の全成分を
合計したものの重量パーセントを基準として、
　（ａ）少なくとも４０重量パーセントの、１００℃以上の融点を有する少なくとも１種
の等方性ポリエステル、
　（ｂ）０．５～２０重量パーセントの液晶ポリマーであって、少なくとも３２５℃以上
の融点を有する、液晶ポリマー、
　（ｃ）１．０～３５重量パーセントの補強剤であって、その平均アスペクト比が２．０
以上であり、その最も長い寸法の平均が２０μｍ以下である、補強剤、および
　（ｄ）１０～３０重量パーセントの高分子強化剤であって、前記等方性ポリエステルに
対して反応性の官能基を有する強化剤、
　を含む組成を有するものであることを特徴とする方法。
【請求項２２】
　金属部品および少なくとも１つのプラスチック部品から組み立てられ、金属およびプラ
スチック外観表面を有する基材をコーティングするための方法であって、少なくともすべ
ての金属およびプラスチック外観表面の上に少なくとも１つのコーティングを塗布し、硬
化する工程を含み、
　ただし、前記プラスチック部品の少なくとも一部は、前記基材の前記プラスチック外観
表面を形成し、そして、前記プラスチック部品の少なくとも一部は、組成物中の全成分を
合計したものの重量パーセントを基準として、
　（ａ）少なくとも４０重量パーセントの、１００℃以上の融点を有する少なくとも１種
の等方性ポリエステル、
　（ｂ）０．５～２０重量パーセントの液晶ポリマーであって、少なくとも３２５℃の融
点を有する、液晶ポリマー、
　（ｃ）１．０～３５重量パーセントの補強剤であって、その平均アスペクト比が２．０
以上であり、その最も長い寸法の平均が２０μｍ以下である、補強剤、および
　（ｄ）１０～３０重量パーセントの高分子強化剤であって、前記等方性ポリエステルに
対して反応性の官能基を有する強化剤を含む組成を有するものであることを特徴とする方
法。
【請求項２３】
　前記基材が自動車ボディであることを特徴とする請求項２０～２２のいずれかに記載の
方法。
【請求項２４】
　請求項２０～２２のいずれかの方法に従ってコーティングされることを特徴とするコー
ティングされた基材。
【請求項２５】
　請求項２０～２２のいずれかの方法を含む工法により製造されることを特徴とする車両
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　所定の量の、ある種の補強剤（ｒｅｉｎｆｏｒｃｉｎｇ　ａｇｅｎｔ）、液晶ポリマー
、および強化剤（ｔｏｕｇｈｅｎｉｎｇ　ａｇｅｎｔ）を含むポリエステル組成物は、平
滑な表面を必要とする部品、たとえば自動車のボディパネル、および電気器具部品（ａｐ
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ｐｌｉａｎｃｅ　ｐａｒｔ）、たとえば取っ手やハウジングなどを製造するのに有用であ
る。
【背景技術】
【０００２】
　金属部品をプラスチックスに置きかえようとするときの課題の１つは、見栄えのよい（
平滑な）表面を有するか、および／または、その表面をコーティング（塗装）することに
よって光沢のある平滑な外観が得られるようなプラスチック部品を製造することにある。
これは、多くの場合、ある種の最低レベルの靱性および／または耐熱性に対する必要性と
合わせて、特にポリマーや、その他比較的安価な構成成分を使用する際に１つの挑戦課題
となる。各種のタイプの熱可塑性プラスチックがそのような用途のために検討され、いく
つかのケースでは満足のいくレベルで使用されていて、再使用（たとえばスクラップのた
め）が可能であり、多くの場合熱硬化性ポリマーよりも靱性があるという面で利点がある
。しかしながら、２つまたはそれ以上の環境応力に対する高い抵抗性が必要な場合には、
より改良された組成物が依然として求められている。
【０００３】
　たとえば、特に挑戦課題となる部品の具体的なタイプとしては自動車のボディパネルが
あり、たとえば、フェンダー、ボンネット、ドア、持ち上げ式テールゲート、トランク・
リッド（ｔｒｕｎｋ　ｌｉｄ）、燃料タンクキャップ、バンパー、プロテクティブ・モー
ルディング、サイドパネル、ボディ・シル（ｂｏｄｙ　ｓｉｌｌｓ）、ミラー・ハウジン
グ、取っ手、スポイラー、ガソリンタンクのフラップカバー、およびハブキャップなどが
挙げられる。それらの部品は、狭い寸法公差に合うように精密に成形して、それにより自
動車にぴったりと取り付けられるようにしなければならず、また、それらは機械的／衝撃
的損傷に充分に耐えられる靱性を有していなければならず、そして、それらは（通常）極
めて平滑な表面を有していて、塗装した場合に、良好な表面外観（時に、「クラスＡ」表
面と呼ばれる）を与えねばならない。それらに加えて、それらの部品が充分な耐熱性を有
していて、自動車の塗料焼付け炉の中で、過度のサギング、反り、その他の変形などを起
こすことなく、高温（時には２００℃もの温度で、３０分間）に耐えうるのが好ましい。
それらの部品を個別に低温で塗装し、次いでそれから塗装後のボディに取り付けること（
いわゆる、オフライン塗装）も可能ではあるが、そのようなプロセスは、車両組立てプロ
セスに顕著なコストアップを招くので、経済的な見地からは、それらの部品を通常の塗装
ラインで塗装するのが好ましい。異なった２つのプロセスにおいて塗装された部品のカラ
ーマッチングが困難となる可能性もある。さらに、それらの部品は、通常の使用時に繰り
返し遭遇する応力に対しての、最低限の剛性と耐疲労性を有している必要もある。
【０００４】
　その他の外観部品（ａｐｐｅａｒａｎｃｅ　ｐａｒｔｓ）は、そのような極端な温度耐
久性は必要とはしないが、上述のその他の特質を要求されることも多い。
【０００５】
　さらに詳しくは、自動車車両［乗用車、トラック、スノーモービル、建設車両、農場用
車両（たとえばトラクターまたはコンバイン）など］の外観、たとえば色調、光沢、およ
び／またはショートウェーブ構造およびロングウェーブ構造（ｓｈｏｒｔ－ｗａｖｅ　ａ
ｎｄ　ｌｏｎｇ－ｗａｖｅ　ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ）に関しては、そのコーティングしたプ
ラスチック部品の表面を観察者が見たときに、自動車のボディのコーティングした金属表
面とは、まったく異なっていないか、あるいはほんのわずかしか異なっていないように見
えなくてはならない。このことは、たとえばフェンダー、ボンネット、ブートリッド、ド
アまたはボディ・シルなどのプラスチック部品には特にあてはまるが、その理由は、それ
らが、隣接する金属部品に対してつなぎ目の隙間が極力無いように、特に同一平面になる
ように組み立てられるので、視覚的な違いが特に目立つからである。
【０００６】
　金属部品とプラスチック部品を混合構成の形に組み立てる、コーティングした自動車ボ
ディの製造においては、３種類の異なったアプローチ方法が存在する：
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　１．オフライン方法と呼ばれる工法で、この工法では、金属製の自動車ボディとプラス
チック部品とは別々にコーティングしておいて、後から組み立てる。
【０００７】
　オフライン方法の欠点は、コーティングした金属とプラスチックの表面の視覚的な一体
化に欠けやすいところにあり、少なくとも、たとえば、コーティングした部品を視覚的に
隙間無く側に並べたり、および／または１つの平面の中にコーティングした複数の部品を
配置したりしたために、コーティングしたプラスチック部品とコーティングした金属部品
が、構造上の理由から視覚的に比較されるような場合にこのようなことが起こりやすい。
【０００８】
　さらなる欠点は、２つのコーティングラインを稼働させる必要がある点である。
【０００９】
　２．インライン方法と呼ばれる工法で、この工法では、プライマーとしての電着コーテ
ィングをすでに施した金属ボディと、未コーティングのプラスチック部品または場合によ
ってはプラスチックプライマーだけを施したプラスチック部品とを組み立てて、以後の共
用のコーティング方法において、１層または複数のさらなるコーティング層を設ける。
【００１０】
　インライン方法の欠点は、割り込む形の中間工程として、コーティング方法の間に組み
立て工程を挿入することであって、このことは、その後のコーティング方法の中に汚れを
持ち込む危険性を含んでいることにもなる。
【００１１】
　３．オンライン方法と呼ばれる工法で、この工法では、金属製の未コーティングのボデ
ィ部品と、未コーティングのプラスチック部品または場合によってはプラスチックプライ
マーだけを施したプラスチック部品とを組み立てて、混合構成の構造を有するボディとし
、次いでそれを電着コーティングを含めた、共通のコーティング方法に通すが、ここで、
当然のことながら、導電性の金属部品だけが電着コーティングによりコーティングされる
のに対して、その後に塗布されるコーティング層はすべて、その電着コーティングした金
属部品と、プラスチック部品との両方に塗布されることになる。
【００１２】
　このオンライン方法は、ボディの基本シェルの構築とコーティング方法を明確に分離し
ていて、外乱の無い一連のコーティングを実施できるので、特に好ましい。
【００１３】
　電着コーティングの乾燥において高温を使用するので、基本的には、充分な耐熱性と、
同時に耐熱変形性を有するプラスチック材料のみが、好適なオンライン方法には特に適し
ている。
【００１４】
　たとえば、従来から使用されてきた繊維強化熱可塑性プラスチックから製造したプラス
チック部品は、せいぜいのところ条件付きで適しているといえるが、その理由は、そのコ
ーティングした表面が、コーティングした金属表面と充分に高度に視覚的一体化ができな
い、そして特に、自動車メーカーが要求する高い標準に達しないからである。
【００１５】
　米国特許公報（特許文献１）には、熱可塑性プラスチックたとえばポリアルキレンテレ
フタレートと、充填剤たとえば特定の粒径範囲を有するウォラストナイトを含む、「クラ
スＡ」表面を与えることができる組成物が記載されている。ＬＣＰ、および／または可塑
剤、および／または強化剤をさらに含むような具体的な組成物は開示されていない。
【００１６】
　米国特許公報（特許文献２）には、ＬＣＰ、反応性官能基を有する強化剤、および熱可
塑性プラスチックを含む組成物が記載されている。可塑剤および充填剤を含む具体的な組
成物の存在についての言及はない。
【００１７】
　米国特許公報（特許文献３）には、ある種の強化剤を含むポリエステル組成物の記載が
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ある。ＬＣＰおよび／または本発明の具体的な粒径範囲を有する充填剤を使用することに
ついては、その特許では触れられていない。
【００１８】
　米国特許公報（特許文献４）には、金属カチオンを含むある種の化合物とＰＥＴのため
の可塑剤とを使用することを含む、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）の結晶化開始
システムの記載がある。それらの組成物中における、ＬＣＰ、および／または特定の粒径
範囲を有する充填剤については、何の言及もない。
【００１９】
　米国特許公報（特許文献５）および米国特許公報（特許文献６）には、ＬＣＰを各種の
熱可塑性プラスチックとブレンドしたものが記載されている。ポリエステルおよび／また
は可塑剤および／または特定の粒径範囲を有する充填剤を含む組成物に関する具体的な記
述はない。
【００２０】
【特許文献１】米国特許第５，９６５，６５５号明細書
【特許文献２】米国特許第６，２２１，９６２号明細書
【特許文献３】米国特許第４，７５３，９８０号明細書
【特許文献４】米国再発行特許発明第３２，３３４号明細書
【特許文献５】米国特許第４，４３８，２３６号明細書
【特許文献６】米国特許第４，４３３，０８３号明細書
【特許文献７】米国特許第４，１１８，３７２号明細書
【特許文献８】米国特許第３，９９１，０１３号明細書
【特許文献９】米国特許第３，９９１，０１４号明細書
【特許文献１０】米国特許第４，０１１，１９９号明細書
【特許文献１１】米国特許第４，０４８，１４８号明細書
【特許文献１２】米国特許第４，０７５，２６２号明細書
【特許文献１３】米国特許第４，０８３，８２９号明細書
【特許文献１４】米国特許第４，１２２，０７０号明細書
【特許文献１５】米国特許第４，１３０，５４５号明細書
【特許文献１６】米国特許第４，１５３，７７９号明細書
【特許文献１７】米国特許第４，１５９，３６５号明細書
【特許文献１８】米国特許第４，１６１，４７０号明細書
【特許文献１９】米国特許第４，１６９，９３３号明細書
【特許文献２０】米国特許第４，１８４，９９６号明細書
【特許文献２１】米国特許第４，１８９，５４９号明細書
【特許文献２２】米国特許第４，２１９，４６１号明細書
【特許文献２３】米国特許第４，２３２，１４３号明細書
【特許文献２４】米国特許第４，２３２，１４４号明細書
【特許文献２５】米国特許第４，２４５，０８２号明細書
【特許文献２６】米国特許第４，２５６，６２４号明細書
【特許文献２７】米国特許第４，２６９，９６５号明細書
【特許文献２８】米国特許第４，２７２，６２５号明細書
【特許文献２９】米国特許第４，３７０，４６６号明細書
【特許文献３０】米国特許第４，３８３，１０５号明細書
【特許文献３１】米国特許第４，４４７，５９２号明細書
【特許文献３２】米国特許第４，５２２，９７４号明細書
【特許文献３３】米国特許第４，６１７，３６９号明細書
【特許文献３４】米国特許第４，６６４，９７２号明細書
【特許文献３５】米国特許第４，６８４，７１２号明細書
【特許文献３６】米国特許第４，７２７，１２９号明細書
【特許文献３７】米国特許第４，７２７，１３１号明細書
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【特許文献３８】米国特許第４，７２８，７１４号明細書
【特許文献３９】米国特許第４，７４９，７６９号明細書
【特許文献４０】米国特許第４，７６２，９０７号明細書
【特許文献４１】米国特許第４，７７８，９２７号明細書
【特許文献４２】米国特許第４，８１６，５５５号明細書
【特許文献４３】米国特許第４，８４９，４９９号明細書
【特許文献４４】米国特許第４，８５１，４９６号明細書
【特許文献４５】米国特許第４，８５１，４９７号明細書
【特許文献４６】米国特許第４，８５７，６２６号明細書
【特許文献４７】米国特許第４，８６４，０１３号明細書
【特許文献４８】米国特許第４，８６８，２７８号明細書
【特許文献４９】米国特許第４，８８２，４１０号明細書
【特許文献５０】米国特許第４，９２３，９４７号明細書
【特許文献５１】米国特許第４，９９９，４１６号明細書
【特許文献５２】米国特許第５，０１５，７２１号明細書
【特許文献５３】米国特許第５，０１５，７２２号明細書
【特許文献５４】米国特許第５，０２５，０８２号明細書
【特許文献５５】米国特許第５，０８６，１５８号明細書
【特許文献５６】米国特許第５，１０２，９３５号明細書
【特許文献５７】米国特許第５，１１０，８９６号明細書
【特許文献５８】米国特許第５，１４３，９５６号明細書
【特許文献５９】欧州特許出願公開第３５６，２２６号明細書
【発明の開示】
【課題を解決するための手段】
【００２１】
　本発明は、
組成物中の全成分を合計したものを重量パーセントの基準として、　（ａ）少なくとも約
４０重量パーセントの、約１００℃以上の融点（ＭＰ）を有する１つまたは複数の等方性
ポリエステル（ＩＰＥ）、
　（ｂ）約０．５～約２０重量パーセントの液晶ポリマー（ＬＣＰ）であって、その融点
が、前記等方性ポリエステルの冷結晶点（ｃｏｌｄ　ｃｒｙｓｔａｌｌｉｚａｔｉｏｎ）
（ＣＣＰ）よりも少なくとも５０℃高いか、または、前記等方性ポリエステルが冷結晶点
を有さない場合には、前記液晶ポリマーの前記融点が１５０℃以上である、液晶ポリマー
、
　（ｃ）約１．０～約３５重量パーセントの補強剤であって、その平均アスペクト比が約
２．０以上であり、その最も長い寸法の平均が２０μｍ以下である、補強剤、および
　（ｄ）約３～約３０重量パーセントの高分子強化剤であって、前記等方性ポリエステル
に対して反応性の官能基を有する強化剤
を含む組成物に関する。
【００２２】
　本発明はさらに、上記の組成物を製造するための方法に関し、ここで前記組成物にはさ
らに、少なくとも１つまたは複数の活性成分および場合によっては１つまたは複数の不活
性成分を含み、その方法は、
　（ａ）第一の混合工程において、前記等方性ポリエステルおよび前記高分子強化剤を含
む原料を混合して、中間組成物を形成する工程、および、次いで
　（ｂ）１つまたは複数の後続混合工程において、前記中間組成物、および前記１つまた
は複数の活性成分を含む原料を混合する工程
を含むが、
　ただし、前記１つまたは複数の不活性成分のそれぞれは、最初に前記第一の混合工程の
中においてか、または、１つまたは複数の前記後続混合工程の中において混合される。
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【００２３】
　上述の本発明の組成物は、金属およびプラスチック組成物（上記）の外観表面を有する
、金属部品および少なくとも１つのプラスチック部品から組み立てられた基材をコーティ
ングするための方法においてコーティングすることが可能であり、それには、含まれるの
は以下の連続する工程：
（１）基材に電着コーティングをし、析出しなかった電着コーティング剤を基材から除き
、析出した電着コーティングを加熱架橋し、それによって、その金属表面上に電着コーテ
ィングプライマーを形成する工程、
（２）金属およびプラスチックの外観表面の少なくとも一部または全部、好ましくは全部
に少なくとも１つの追加のコーティングを塗布し、硬化する工程、である。
【００２４】
　これら２つの工程は、互いに独立して実施することも可能である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２５】
　本明細書にはある種の用語が使用されているが、それらのいくつかについて以下で定義
する。
【００２６】
　「外観（ｖｉｓｉｂｌｅ）基材表面」という用語は、直接目でみることが可能であり、
特に観察者が、たとえば、特別な技術的手段や観察手段を用いなくても見ることが可能な
外側の基材表面を意味している。
【００２７】
　「液晶ポリマー」という用語は、米国特許公報（特許文献７）に記載されているように
、ＴＯＴ試験または、その合理的な変法を用いて試験したときに異方性であるポリマーを
意味している（その特許を参照することにより本明細書に取り入れたものとする）。有用
なＬＣＰとしては、ポリエステル、ポリ（エステル－アミド）、およびポリ（エステル－
イミド）を挙げることができる。ポリマーの好ましい形態の１つは、「全芳香族」であっ
て、これはすなわち、ポリマー主鎖の中の基がすべて芳香族のものであるが（エステル基
のような結合基は例外とする）、ただし、芳香族ではない側基が存在していてもよい。
【００２８】
　本明細書において「等方性」という用語は、上述のようなＴＯＴ試験法により試験をし
たときに、等方性であるポリマーを意味する。ＬＣＰおよび等方性ポリマーは、互いに排
反的な化学種である。
【００２９】
　「ＩＰＥ」という用語は、等方性である縮合ポリマーを意味していて、ポリマー中の繰
り返し単位を結合している基の５０パーセントを超えるものが、エステル基であるような
ものである。したがって、ＩＰＥには、その結合基の半分以上がエステル基である、ポリ
エステル、ポリ（エステル－アミド）およびポリ（エステル－イミド）が含まれる。結合
基の内の少なくとも７０％がエステルであるのが好ましく、結合基の内の少なくとも９０
％がエステルであればより好ましく、そして、実質的に全部の結合基がエステルであれば
、特に好ましい。エステル結合基の割合は、第一近似としては、ＩＰＥを製造する際に使
用したモノマーのモル比によって推測することが可能である。
【００３０】
　特に断らない限り、融点は、ＡＳＴＭ試験法Ｄ３４１８に従い、加熱速度１０℃／分で
測定したものである。融点は、溶融発熱が最大のところとみなし、最初の加熱において測
定する。２つ以上の融点が存在するような場合には、そのポリマーの融点は、それらの融
点の内の最高値とする。ＬＣＰの場合は例外として、融点は、その融点のところでの融解
熱が少なくとも３Ｊ／ｇであるのが好ましい。
【００３１】
　特に断らない限り、平均粒径は、光学顕微鏡法により倍率７００倍で測定し、得られた
画像をコンピューター解析して、粒子の平均（時には、数平均と呼ばれることがある）の



(10) JP 4716997 B2 2011.7.6

10

20

30

40

50

長さと幅を計算する。アスペクト比とは、粒子の最も長い寸法を、その粒子の最も短い寸
法で割り算をした比である。平均アスペクト比は、光学顕微鏡法により求めた粒子の平均
長さを平均幅で割って求める。必要とされるアスペクト比を有することができる粒子のタ
イプとしては、針状粒子、繊維、フィブリド、フィブリル、および板状粒子などが挙げら
れる。
【００３２】
　「ＣＣＰ」という用語は、以下のようにして求めた数値を意味する。「純粋な（ｐｕｒ
ｅ）」（射出成形プロセスにおいてＩＰＥを安定化させるために必要な抗酸化剤および／
または離型性を改良するために必要な潤滑剤のような少量の原料を例外として、その組成
物中に他の成分を含まない）ＩＰＥを、温度が５０℃の金型を使用して、厚み１．５９ｍ
ｍ（１／１６”）のプラックに射出成形する。そのプラックから取り出した（測定器にと
って）適切なサイズのサンプルを、示差走査熱量計の中に入れて、周囲温度（約２０～３
５℃）から１０℃／分の速度で昇温加熱する。加熱している際のＩＰＥの結晶化から来る
発熱ピークを、ＣＣＰとみなす。ＩＰＥの融点より低い温度で結晶化が起きなければ、そ
のＩＰＥはＣＣＰを持たない。別な工法として、ＣＣＰを「クイッククエンチ（Ｑｕｉｃ
ｋ　Ｑｕｅｎｃｈ）法」で求めることも可能であるが、その工法では、ＤＳＣパンの中で
サンプルをその原料の融点より高い温度に加熱することにより完全に溶融させ、次いで直
ちに、ＤＳＣパン中のその原料をドライ／アセトンまたは液体窒素浴の中に落として冷却
させる。それから、上記のようにしてＤＳＣを測定する。
【００３３】
　「組成物中の全成分を合計したものを重量パーセントの基準としている」という表現は
、それらのパーセントが、（ａ）、（ｂ）、（ｃ）および（ｄ）の合計量に加えて、その
組成物中に存在するすべての他の成分を合わせたものを基準にしている、ということを意
味している。
【００３４】
　使用されるＩＰＥは、要求される融点を有しているＩＰＥであれば、どのようなもので
あってもよい。ＩＰＥの融点は、好ましくは約１５０℃以上、より好ましくは約２００℃
以上、特に好ましくは約２２０℃以上、極めて好ましくは約２４０℃以上である。ポリエ
ステル（ほとんどまたは全部がエステル結合基である）は通常、１つまたは複数のジカル
ボン酸と、１つまたは複数のジオールから誘導される。ＩＰＥの好ましいタイプの１つに
おいては、そのジカルボン酸には、テレフタル酸、イソフタル酸および２，６－ナフタレ
ンジカルボン酸の１つまたは複数を含み、そのジオール成分には、ＨＯ（ＣＨ２）ｎＯＨ
（Ｉ）、１，４－シクロヘキサンジメタノール、ＨＯ（ＣＨ２ＣＨ２Ｏ）ｍＣＨ２ＣＨ２

ＯＨ（ＩＩ）、およびＨＯ（ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２Ｏ）ｚＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２

ＯＨ（ＩＩＩ）の１つまたは複数を含むが、ここでｎは２～１０の整数であり、ｍは平均
して１～４、そしてｚは平均して約７～約４０である。（ＩＩ）および（ＩＩＩ）は複数
の化合物の混合物であってもよく、そこではｍとｚはそれぞれ変化させることが可能であ
るために、ｍとｚは平均値となり、そのためそれらは整数である必要はない、ということ
に注意されたい。ＩＰＥを形成させるために使用可能なその他の二酸としては、セバシン
酸およびアジピン酸が挙げられる。その他のジオールとしては、ディアノール（Ｄｉａｎ
ｏｌ，登録商標）｛たとえば、２，２－ビス［４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル
］プロパン、仏国セデックス０７、パリ７５３２１（７５３２１Ｐａｒｉｓ、Ｃｅｄｅｘ
　０７，Ｆｒａｎｃｅ）のセピック・Ｓ．Ａ．（Ｓｅｐｐｉｃ，Ｓ．Ａ．）から入手可能
｝およびビスフェノールＡを挙げることができる。好ましいポリエステルでは、ｎが２、
３または４、および／またはｍが１である。
【００３５】
　本明細書の重合プロセスの文脈において、「ジカルボン酸」という用語は、ジカルボン
酸そのものを意味するか、または、そのような重合プロセスにおいて使用することが可能
な各種単純な誘導体、たとえばジエステルを意味する。同様にして、「ジオール」という
用語も、ジオールを意味するか、または、ポリエステルを形成させるための重合プロセス



(11) JP 4716997 B2 2011.7.6

10

20

30

40

50

において使用することが可能な、ジオールの各種単純な誘導体を意味する。
【００３６】
　好ましいＩＰＥの具体例としては、ポリ（エチレンテレフタレート）（ＰＥＴ）、ポリ
（１，３－プロピレンテレフタレート）（ＰＰＴ）、ポリ（１，４－ブチレンテレフタレ
ート）（ＰＢＴ）、ポリ（エチレン２，６－ナフトエート）、ポリ（１，４－シクロヘキ
シルジメチレンテレフタレート）（ＰＣＴ）、ポリ（１，４－ブチレンテレフタレート）
とポリ（テトラメチレンエーテル）グリコールのブロックを含む熱可塑エラストマー性ポ
リエステル（米国１９８９８，デラウェア州ウィルミントン（Ｗｉｌｍｉｎｇｔｏｎ，Ｄ
Ｅ，１９８９８，ＵＳＡ）の本願特許出願人から、ハイトレル（Ｈｙｔｒｅｌ，登録商標
）として入手可能）、および上述のジオールおよび／またはジカルボン酸のいずれかを含
むこれらの各種ポリマーのコポリマーが挙げられる。（適切な融点を有する）２つ以上の
ＩＰＥが存在する場合にはその組成物の中のそのようなポリマーを合わせたものを、成分
（ａ）とみなす。組成物には少なくとも約５０重量パーセントの成分（ａ）が含まれてい
るのが好ましい。２つ以上のＩＰＥのブレンド物を使用する場合には、そのポリマーのＩ
ＰＥ「部分（ｆｒａｃｔｉｏｎ）」が、１５０℃以上の少なくとも１つの融点を有してい
るのが好ましい（混合条件にもよるが、２つ以上のＩＰＥを使用した場合、エステル交換
反応が起きる可能性がある）。
【００３７】
　成分（ｃ）の補強剤は、その平均アスペクト比が約２．０以上、好ましくは約２．５以
上、より好ましくは約３．０以上、そして特に好ましくは約４．０以上である。多くの場
合、粒子のアスペクト比が大きくなるにつれて、ヒートサグ（下記参照）が減少し、剛性
が上がる。平均の最大寸法は、約２０μｍ以下、より好ましくは約１５μｍ以下、極めて
好ましくは約１０μｍ以下である。最も長い寸法の好適な最小の平均値は、約０．１０μ
ｍ以上、より好ましくは約０．５μｍ以上である。その最大寸法が約１００μｍ以上とな
るのが、粒子の１０％未満であるのが好ましく、５％未満であればより好ましい。これら
の比率や寸法はいずれも、必要に応じて、補強剤の各種他の比率や寸法と組み合わせるこ
とができる。補強剤の粒径が範囲の下限に近い場合に、表面平滑性が改良されることが多
い。
【００３８】
　成分（ｃ）のための有用な補強剤の具体例としては、ウォラストナイト、マイカ、タル
ク、アラミド繊維、フィブリルまたはフィブリド、炭素繊維、チタン酸カリウム・ホイス
カー、窒化ホウ素・ホイスカー、ホウ酸アルミニウム・ホイスカー、硫酸マグネシウム・
ホイスカーおよび炭酸カルシウム・ホイスカーなどが挙げられる。好ましい補強充填剤は
、ウォラストナイト、マイカ、タルク、チタン酸カリウム・ホイスカー、窒化ホウ素・ホ
イスカーおよびホウ酸アルミニウム・ホイスカーであり、特に好ましい補強剤は、ウォラ
ストナイト、タルクおよびチタン酸カリウム・ホイスカーである。これら具体的な補強剤
はすべて、先に述べたような適切な寸法を有していなければならない。これらの補強剤は
、熱可塑性プラスチックにおいて使用される補強剤をコーティングするのに一般的に使用
される、接着促進剤またはその他の原料を用いてコーティングされていてもよい。
【００３９】
　補強剤（ｃ）の量は、好ましくは組成物の約３～約３０重量パーセント、より好ましく
は約５～２０重量パーセントである。一般的に言って、組成物中の補強剤（ｃ）の量が多
くなるほど、その組成物は剛直になり、多くの場合そのヒートサグ（下記参照）が少なく
なり、時には表面がより粗くなる。
【００４０】
　融点に関する要求を満たしてさえいれば、各種のＬＣＰ［成分（ｂ）］をこの組成物中
で使用することができる。好適なＬＣＰは、たとえば下記の特許に記載されている：米国
特許公報（特許文献８）、（特許文献９）、（特許文献１０）、（特許文献１１）、（特
許文献１２）、（特許文献１３）、（特許文献７）、（特許文献１４）、（特許文献１５
）、（特許文献１６）、（特許文献１７）、（特許文献１８）、（特許文献１９）、（特



(12) JP 4716997 B2 2011.7.6

10

20

30

40

50

許文献２０）、（特許文献２１）、（特許文献２２）、（特許文献２３）、（特許文献２
４）、（特許文献２５）、（特許文献２６）、（特許文献２７）、（特許文献２８）、（
特許文献２９）、（特許文献３０）、（特許文献３１）、（特許文献３２）、（特許文献
３３）、（特許文献３４）、（特許文献３５）、（特許文献３６）、（特許文献３７）、
（特許文献３８）、（特許文献３９）、（特許文献４０）、（特許文献４１）、（特許文
献４２）、（特許文献４３）、（特許文献４４）、（特許文献４５）、（特許文献４６）
、（特許文献４７）、（特許文献４８）、（特許文献４９）、（特許文献５０）、（特許
文献５１）、（特許文献５２）、（特許文献５３）、（特許文献５４）、（特許文献５５
）、（特許文献５６）、（特許文献５７）、および（特許文献５８）、ならびに（特許文
献５９）。多くの場合において、使用するＬＣＰが、比較的高い融点、好ましくは約２５
０℃を超える、より好ましくは約３００℃を超える、さらにより好ましくは約３２５℃を
超える、さらにより好ましくは約３５０℃を超える融点を有していることが好ましい。し
かしながら、ＬＣＰの融点が高過ぎるために、組成物を成形、溶融加工するのに必要な温
度が原因で、使用するＩＰＥに顕著な分解が起きるようなことがあってはならない。この
場合の「顕著な分解」とは、その組成物が目的とする用途で使用するには適さなくなって
しまうような分解のことを意味する。
【００４１】
　組成物にはＬＣＰを、約０．５～約２０重量パーセント、好ましくは約１．０～約１５
重量パーセント、より好ましくは約２．０～約１０重量パーセント含む。一般的に言って
、ＬＣＰの量が多くなるほど、ヒートサグが少なくなり、剛性が上がるが、通常は表面外
観に大きな影響が出ることはない。驚くべきことには、１群のＬＣＰの融点がヒートサグ
試験の温度よりも充分に高くても、ＬＣＰの融点が高いほど、ヒートサグが少なくなる（
良好になる）ことが見出された。また、多くの組成物において、ＬＣＰを存在させること
によって、ＬＣＰを含まない同様の組成物と比較して、組成物の色安定性が改良されるこ
とも観察された。
【００４２】
　高分子強化剤（成分Ｄ）はポリマー、典型的にはエラストマーであるかまたは比較的低
融点、一般に２００℃未満、好ましくは１５０℃未満の融点のポリマーであって、ＩＰＥ
と反応することが可能な官能基を、結合した形で有している。ＩＰＥには通常カルボキシ
ル基およびヒドロキシル基が含まれているので、それらの官能基は通常カルボキシル基お
よび／またはヒドロキシル基と反応することが可能である。そのような官能基の例として
は、エポキシ、無水カルボキシル（ｃａｒｂｏｘｙｌｉｃ　ａｎｈｙｄｒｉｄｅ）、ヒド
ロキシル（アルコール）、カルボキシル、イソシアナト、および一級または二級アミノを
挙げることができる。好適な官能基は、エポキシおよび無水カルボキシルであり、エポキ
シが特に好ましい。それぞれの官能基を高分子強化剤に「結合」させるには通常、既に存
在しているポリマーの上に小分子をグラフトさせる工法によるか、または、高分子量のよ
り強靱な分子を共重合により製造する際に、所望の官能基を含むモノマーを共重合させる
工法による。グラフト化の１例としては、炭化水素ゴムの上に、フリーラジカルグラフト
化工法を用いて、無水マレイン酸をグラフトさせることができる。そのようにして得られ
るグラフトポリマーには、無水カルボキシル基および／またはカルボキシル基がそれに結
合されている。官能基をポリマー中に共重合によって導入する高分子強化剤の１例として
は、エチレンと、適当な官能基を含む（メタ）アクリル酸エステルモノマーとのコポリマ
ーがある。本明細書においては「（メタ）アクリル酸エステル」という用語は、その化合
物が、アクリル酸エステル、メタクリル酸エステルのいずれか、またはそれら２つの混合
物であるということを意味する。有用な（メタ）アクリル酸エステル官能性化合物として
は、（メタ）アクリル酸、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシエチル、（メタ）アクリル
酸グリシジル、および（メタ）アクリル酸２－イソシアナトエチルなどが挙げられる。エ
チレンと２官能（メタ）アクリル酸エステルモノマーに加えて、そのようなポリマーの中
にはその他のモノマーを共重合させることも可能であって、そのようなモノマーとしては
、たとえば、酢酸ビニル、非官能化（メタ）アクリル酸エステル、たとえば（メタ）アク
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リル酸エチル、（メタ）アクリル酸ｎ－ブチル、および（メタ）アクリル酸シクロヘキシ
ルなどが挙げられる。好適な強化剤としては、たとえば米国特許公報（特許文献３）に記
載されているようなものを挙げることができる（参照することにより本明細書に取り入れ
たものとする）。特に好ましい強化剤は、エチレン、アクリル酸エチルまたはアクリル酸
ｎ－ブチル、およびメタクリル酸グリシジルのコポリマーである。
【００４３】
　高分子強化剤には、官能基を含むモノマーを約０．５～約２０重量パーセント、好まし
くは約１．０～約１５重量パーセント、より好ましくは官能基を含むモノマーを約７～約
１３重量パーセント含んでいるのが、好ましい。高分子強化剤の中に２つ以上のタイプの
官能性モノマーが存在していてもよい。高分子強化剤の量および／または官能基の量が多
くなるほど、組成物の靱性が高くなることが見出された。しかしながら、それらの量も、
特に最終的な部品の成形が済むより前にその組成物が架橋をおこしてしまう程には、多く
してはならない。組成物中に、高分子強化剤が約５～約２５重量パーセント存在するのが
好ましく、約１０～約２０重量パーセントであればより好ましい。２つ以上の高分子強化
剤の混合物を、同一の組成物中で使用することもできる。その内の少なくとも１つには反
応性官能基が含まれていなければならないが、その他の（単一または複数の）ものにはそ
のような官能基は含まれていても、含まれていなくてもよい。たとえば、官能基を含まな
い強化剤の例を挙げれば、エチレン－アクリル酸ｎ－ブチルコポリマー、エチレン／アク
リル酸ｎ－ブチル／一酸化炭素コポリマー、およびプラストマー性ポリエチレン、たとえ
ばエンゲージ（Ｅｎｇａｇｅ，登録商標）８１８０（エチレン／１－オクテンコポリマー
）またはエンゲージ（Ｅｎｇａｇｅ，登録商標）７４４７（エチレン／１－ブテンコポリ
マー）（米国デラウェア州ウィルミントン（Ｗｉｌｍｉｏｎｇｔｏｎ，ＤＥ，ＵＳＡ）の
デュポン－ダウ・エラストマーズ（ＤｕＰｏｎｔ－Ｄｏｗ　Ｅｌａｓｔｏｍｅｒｓ）から
入手可能）などがある。
【００４４】
　その他の成分、特に熱可塑性組成物に一般的に添加されるような成分が、その組成物中
に存在していてもよい。そのような成分としては、抗酸化剤、顔料、充填剤、潤滑剤、離
型剤、難燃化剤、（塗料）接着促進剤、エポキシ化合物、結晶成核剤、可塑剤などが挙げ
られる。その他のポリマーたとえば、ポリオレフィン、ポリアミド、および非晶質ポリマ
ーたとえば、ポリカーボネート、スチレン（コ）ポリマー、およびポリ（フェニレンオキ
シド）などを存在させてもよい。それらの成分全部を合計して、好ましくは全組成物の約
６０重量パーセント未満、極めて好ましくは約４０重量パーセント未満、より好ましくは
約２５重量パーセント未満とする。それらの物質の内のいずれかが固体の粒子状物質であ
るならば、その粒子の最も長い寸法の平均が約２０μｍ以下、より好ましくは約１５μｍ
以下であるのが好ましい。好適なその他の成分としては、ＩＰＥのための可塑剤があり、
特にＰＥＴがＩＰＥとして存在する場合には、全組成物の約０．５～約８重量パーセント
の量で存在させるのが好ましい。
【００４５】
　その他の成分で好ましいものとしては、エポキシ化合物または樹脂がある。そのような
化合物または樹脂は、約１０００未満の平均分子量を有しているのが好ましい（先に述べ
たような高分子強化剤は、たとえそれにエポキシ基が含まれていたとしても、本明細書に
おいては、このエポキシ化合物または樹脂の一部とはみなさない）。このエポキシ原料は
、全組成物の０．１～約１．０重量パーセントのレベルで存在させるのが好ましい。有用
なエポキシ化合物または樹脂としては、エポン（Ｅｐｏｎ，登録商標）１００９Ｆ、１０
０２Ｆもしくは１０３１、またはアラルダイト（Ａｒａｌｄｉｔｅ，登録商標）ＧＴ７０
９９もしくはＧＴ６０９９などを挙げることができる。いくつかのケースにおいては、こ
のエポキシ化合物または樹脂が、溶融粘度を安定させ、および／またはその組成物の色安
定性を改良すると考えられる。外観部品が塗料またはその他のコーティング剤によってコ
ーティングされていないような場合には、後者は特に重要である。
【００４６】
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　「その他の成分」を分類するまた別な方法としては、それらの成分が高分子強化剤、成
分Ｄの官能基と、（特に混合条件下で）容易に反応する官能基を含んでいるかどうかで分
ける方法がある。本明細書においては、成分、特に相補的な反応性官能基を含む「その他
の成分」を「活性成分」（あるいは、そのような反応性の基を含まない場合には、「不活
性成分」）と名付ける。以下の表に、成分Ｄの一部となりうる「反応性基」と共に、活性
成分の一部となりうる相補的な反応性基の、部分的なリストを挙げる。
【００４７】
【表１】

【００４８】
　活性成分に含まれず、したがって不活性成分となるものは、数平均分子量が約５，００
０以上、好ましくは約１０，０００以上であるポリマーで、その相補末端基の一部または
全部が（高分子強化剤の官能基に対して）反応性であってもよい。末端基ではない反応性
基を有し、かつ反応性の末端基は有していても、有していなくてもよいポリマーは、活性
成分である。
【００４９】
　１つの好ましいタイプの組成物においては、（存在しているＩＰＥを基準にして）２５
ｐｐｍ未満、好ましくは１０ｐｐｍ未満の「遊離の」金属カチオン、たとえばアルカリ金
属またはアルカリ土類金属カチオンを組成物に添加する。「遊離の」金属カチオンという
用語は、組成物中に存在する官能基、たとえばカルボキシル基と容易に反応してカルボン
酸塩を形成することが可能な、カチオンを意味する。遊離の金属カチオンは、カルボン酸
塩たとえば酢酸塩、または４－ヒドロキシ安息香酸塩として、他の金属塩たとえば金属ハ
ライドとして、および、高分子カルボン酸塩の金属塩として、加えることができる。添加
する遊離金属カチオンに含まないのは、鉱物質または他の化合物の一部である、他の成分
または金属カチオンの中の通常の不純物であり、その場合は、その金属カチオンがその成
分または鉱物質に堅固に結合されている。
【００５０】
　また別の好適な成分は、潤滑剤であって、これは時には離型剤または剥離剤と呼ばれる
こともある。典型的には、（全組成物の）約０．０５～約１．０重量パーセントの潤滑剤
を使用する。多くのタイプの物質が潤滑剤として市販されており、本発明の組成物におい
ては、離型性および塗料接着性（その部品が塗装されると仮定して）、さらにはその他の
物理的性質のおよぼす効果に、特に注意を払うべきである。潤滑剤は活性成分であっても
、不活性成分であってもよい。たとえば好適な潤滑剤の１つのタイプは、ポリエチレンワ
ックスであって、通常数平均分子量約１，０００～約１０，０００を有するポリエチレン
である。それらのワックスの末端基は、非極性（たとえばメチル末端基）であってもよい
し、あるいは極性基、たとえばカルボキシル基であってもよい。カルボキシル末端のワッ
クスは、適切な反応性基を有する高分子強化剤と共に、（それらの分子量が約５０００よ
り低い場合には）反応性成分と考えられる。そのようなワックスは市販されていて、たと
えばリコワックス（Ｌｉｃｏｗａｘ，登録商標）ブランドの商品群（米国２８２０５、ノ
ースカロライナ州シャーロット（Ｃｈａｒｌｏｔｔｅ，ＮＣ，２８２０５，ＵＳＡ）のク
ラリアント・コーポレーション（Ｃｌａｒｉａｎｔ　Ｃｏｒｐ．）から入手可能）を参照
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されたい。いくつかの組成物においては、不活性な潤滑剤たとえば、リコワックス（Ｌｉ
ｃｏｗａｘ，登録商標）ＰＥ５２０または１９０が好ましい。しかしながら、活性成分で
もあるたとえばリコワックス（Ｌｉｃｏｗａｘ，登録商標）ＰＥＤ５２１またはＰＥＤ１
９１のような潤滑剤を使用することも可能である。また別の有用な（タイプの）潤滑剤は
、ロクソイル（Ｌｏｘｏｉｌ，登録商標）ＨＯＢ７１１９、ペンタエリスリトールテトラ
ステアレートである。
【００５１】
　本明細書に記載の組成物は、典型的な溶融混合法により製造することができる。たとえ
ば成分を、単軸または２軸スクリュー押出機、またはニーダーに仕込んで、通常の方法で
混合する。その混合装置の少なくとも一部における成分の温度は、存在しているＬＣＰの
融点またはそれ以上とするのが好ましい（その混合装置の各ゾーンの測定温度または設定
温度は、機械的な発熱があるために、実際の原料の温度よりも低い）。成分のいくつか、
たとえば充填剤、可塑剤、結晶化成核剤、および潤滑剤（離型剤）は、押出機の下流側の
１つまたは複数のポイントから添加することができ、それによって、固形物たとえば充填
剤の磨砕を減少させ、および／または分散を改良し、および／または熱的に比較的不安定
な成分の熱履歴を低減させ、および／または蒸発による揮発性成分の損失を抑制する。原
料を混合した後で、それらを成形（カット）して、ペレットまたは溶融成形機に供給する
のに適したその他の粒子とする。溶融成形は、熱可塑性プラスチックのための通常の方法
、たとえば射出成形、熱成形、押出し、吹込み成形、またはそれらの方法の各種組合せに
よって、実施することができる。
【００５２】
　１つまたは複数の「活性成分」がその組成物中に存在する場合、上述の混合方法のうち
の特定の変法が好ましい。その変法においては、ＩＰＥ、場合によってはおよび好ましく
は、ＬＣＰ、および高分子強化剤、および場合によってはさらなる不活性成分を第一の混
合工程で混合し、１つまたは複数のその後の混合工程において、各種反応性成分および場
合によっては上述のような不活性成分をＩＰＥを含むその中間組成物に混ぜ込む。これを
実施するには、各種の方法が使用できる。たとえば、第一の混合工程は、単軸または２軸
スクリュー押出機または他のタイプの混合装置の中を１回通過させることによって実施し
、次いで、その他の成分を、単軸または２軸スクリュー押出機または他の混合装置の中へ
２回目の通過の間に添加する。別な方法として、第一の混合工程を、単軸または２軸スク
リュー押出機または類似の装置の「バックエンド」（フィードエンド）において実施し、
次いで第二の混合工程のために添加する原料をその押出機のバレルの下流側のどこかに添
加して、それによってそれらの第二の混合工程のための原料を混合する。その第二の混合
工程のために添加する原料は、いわゆる「サイドフィーダー」または「バーティカルフィ
ーダー」、および／または（原料が液体ならば）溶融ポンプで添加することができる。異
なった成分を導入するために、２つ以上のサイドフィーダーを使用してもよい。先に述べ
たように、また別な理由から、サイドフィーダーおよび／またはバーティカルフィーダー
で、不活性成分を添加するのが好ましい。１つまたは複数のサイドフィーダーおよび／ま
たはバーティカルフィーダーを有する押出機を使用するのが、第一および第二の混合工程
を実施するのに好ましい方法である。不活性な潤滑剤を使用する場合には、それを第二の
混合工程において添加するのが好ましい。２つ以上の混合工程を実施する場合、それらの
工程のための機械は、同一（のタイプ）であっても異なっていてもよい。
【００５３】
　［たとえば押出機速度（ｒｐｍ）によって測定されるような］混合強度が、組成物の性
質、特に靱性に影響する可能性があることもまた見出された。比較的高いｒｐｍが好まし
いのではあるが、混合機のローター速度が高すぎると靱性が損なわれる可能性がある。最
適の混合強度は、混合機の形状、温度、混合される組成物などによって決まり、簡単な実
験により容易に求めることができる。
【００５４】
　本明細書に記載される組成物は、「外観部品（ａｐｐｅａｒａｎｃｅ　ｐａｒｔｓ）」
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として特に有用であるが、外観部品とは、その表面外観が重要となる部品のことである。
これは、組成物の表面が直接目に触れるかどうか、または、塗料またはその他の物質たと
えば金属を用いてコーティングされているかどうか、によって適用される。そのような部
品としては、自動車のボディパネルたとえば、フェンダー、フェーシア、ボンネット、タ
ンクフラップ、およびその他の外装部品；自動車の内装パネル；電気器具部品たとえば、
取っ手、制御盤、シャシ（ケース）、洗濯機のタブおよび外装部品、冷蔵庫の内装および
外装パネル、および食器洗浄機の全面および内装パネル；ドリルやのこぎりなどの電動工
具用ハウジング；電子機器のキャビネットおよびハウジングたとえば、パソコンハウジン
グ、プリンターハウジング、周辺機器のハウジング、サーバーのハウジング；乗り物たと
えば、列車、トラクター、芝刈り機デッキ、トラック、スノーモービル（特にスノーモー
ビルのボンネット）、旅客機、および船の外装および内装パネル；建築物のための装飾内
装パネル；家具たとえばオフィスおよび／またはホーム用椅子およびテーブル；および電
話機およびその他の電話設備、などが挙げられる。先に述べたように、それらの部品は塗
装してもよいし、あるいは、未塗装で、その組成物の色のままに残してもよい。
【００５５】
　組成物は、顔料および／または染料を用いて着色することも可能であるので、各種の色
彩を与えることができる。その組成物から製造された部品がこのタイプの着色をされてい
ることは、特にコスト的に魅力があるが、その理由は、そのような部品は、その後で１つ
または複数の追加の工程においてコーティングする（ペインティングする）必要がないか
らである。極端に高い光沢および／または画像鮮明性が必要ないといった場合には、これ
は、コーティングに対する、より良好な総合的な代替えとなることが多い。
【００５６】
　表面にコーティング（着色されていてもよい）を塗布するまた別な方法は、染料昇華（
捺染）プロセスである。
【００５７】
　自動車（輸送機器）のボディパネルは、特に挑戦課題となる用途である。先に述べたよ
うに、これらの材料は好ましくは、平滑かつ再現性のよい外観表面を有し、耐熱性が高く
て、そのため大きな歪みを与えることがなく、自動車のＥコートおよび塗装炉（温度が約
２００℃に達する可能性がある）を各工程３０分までの時間をかけて通過させることが可
能であり、靱性が充分に高くて小さな衝撃でくぼみ傷やその他の機械的な損傷が生じない
ようにすべきである。良好な靱性を有し、なおかつ、良好な耐熱性と優れた表面外観を維
持できるような組成物を得ることはこれまで極めて困難であるとされてきたが、その理由
は、一般的に言って、それらの性質の１つを改良すると他の性質が低下してしまうからで
ある。本発明の組成物においては、良好な耐熱性と良好な靱性を達成することが可能であ
るが、それについては、本明細書のいくつかの実施例において説明する。
【００５８】
　この用途における耐熱性は一般に、ヒートサグ試験により測定する。この試験において
は、片持ばりの形で浮かせた試験片を、所定の時間のあいだ試験温度に加熱し、室温に冷
却した後に、その部品が垂れ下がった量を測定する。その数値が低いほど、そのヒートサ
グ性は良好である。本発明の組成物においては、ＩＰＥおよび／またはＬＣＰの融点が高
いほど、強化剤の含量が低いほど、ＬＣＰ含量が高いほど、そして、補強充填剤含量が高
いほど、ヒートサグが改良される（低くくなる）。その一方で、靱性は、強化剤含量が高
いほど、補強充填剤含量が低いほど、ＬＣＰ含量が低いほど、強化剤の中の官能基含量が
（限度内で）高いほど、改良される（高くなる）。先に述べたように、本発明の組成物は
多くの場合、自動車のボディパネルまたはその他の部品のための必要な性質を有する材料
を得るための、寛容性が広い。
【００５９】
　コーティングプロセスにおいて、本発明においては好ましくは、金属部品と本明細書に
おいて定義した少なくとも１つのプラスチック部品から混合構成として組み立てた基材、
特に自動車のボディを、少なくとも部分的に、好ましくは全体にコーティングする。
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【００６０】
　それらの金属部品は、各種の金属、たとえば、亜鉛メッキした鋼または亜鉛メッキなし
の鋼、アルミニウムおよびアルミニウム合金、マグネシウムおよびマグネシウム合金など
から製造した部品であってよい。それらの金属部品は、前処理されていてもされていなく
てもよいが、たとえば、従来からのリン酸塩処理および／または不動態化処理をしてある
ものでもよい。
【００６１】
　プラスチック部品は、従来からの方法たとえば、ＵＶ照射、火炎処理またはプラズマ処
理により前処理されていてもよいし、あるいは当業者には公知の従来からのプラスチック
用プライマー、特に、静電気を利用した塗装をするのに充分な導電性をそのプラスチック
部品に与えるための導電性プライマーを用いてコーティングされていてもよく、それらの
処理をしてから、それらを金属部品と一緒に組み立てる。
【００６２】
　金属部品と、場合によってはプラスチック用プライマーを具備した少なくとも１つのプ
ラスチック部品とを、当業者公知の従来からの方法、たとえば、ねじ止め、クリップ止め
、および／または接着などにより組み立てて、本発明による方法を用いてコーティングさ
せる基材を形成させる。
【００６３】
　可能な限り最小の接続幅を有し、特に、近接する金属部品と同一平面にもある、基材の
少なくともその（それらの）プラスチック部品を、金属部品と共に組み立てる。
【００６４】
　場合によっては、それでもまだ足りない、一般的にはその少なくとも１つのプラスチッ
ク部品とは組成が異なり、また一般的には熱変形に対する抵抗性がより低い、プラスチッ
ク部品を（もしあれば）、本発明における方法の工程（１）が完了した後に取り付けるこ
ともでき、また、工程（２）のさらなるコーティングプロセスにかけることも可能であり
（上述のインライン方法と比較されたい）、および／または本発明における方法が完了し
た後に取り付けて、最終のコーティングした形態とすることもできる（上述のオフライン
方法と比較されたい）。
【００６５】
　好ましくは静電気を利用したスプレーコーティングによる、本発明による方法の工程（
２）において起きる、少なくとも１つのさらなるコーティング層の塗布の観点からは、金
属と（単一または複数の）プラスチック部品とが互いに電気的に絶縁されていないように
組み立てられていれば好都合であって、たとえば、導電性プライマーと金属との間の直接
的な電気的な接触は、直接接触させるか、または導電性の結合要素、たとえば金属製のね
じを介することによって確保することができる。
【００６６】
　金属部品の上に防錆プライマー層を作るためには、本発明による方法の工程（１）にお
いて金属部品と少なくとも１つのプラスチック部品から組み立てた基材を、当業者公知の
従来からの方法で電着コーティング浴の中でコーティングする。
【００６７】
　好適な電着コーティング剤としては、固形分含量がたとえば１０～３０重量パーセント
の、従来からの水性のコーティング組成物が挙げられる。
【００６８】
　電着コーティング組成物は、当業者公知の従来からの陽極電着コーティング剤であって
よい。その陽極電着コーティング組成物のバインダーバインダー基剤は、任意に選択する
ことができる。陽極電着バインダーの例としては、ポリエステル、エポキシ樹脂エステル
、（メタ）アクリル系コポリマー樹脂、平均分子質量（Ｍｗ）がたとえば、３００～１０
０００で、カルボキシル基含量が、たとえば、３５～３００ｍｇＫＯＨ／ｇの酸価に相当
するマレイン化（ｍａｌｅｉｎａｔｅ）オイルまたはポリブタジエンオイルなどが挙げら
れる。そのカルボキシル基の少なくとも一部が、塩基を用いた中和により、カルボン酸塩
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基に変換される。それらのバインダーは、自己架橋性であってもよいし、あるいは、別途
の架橋剤を用いて架橋させてもよい。
【００６９】
　電着コーティング層を塗布するためには、当業者には公知の従来からの陰極電着コーテ
ィング剤を、本発明による方法において使用するのが好ましい。陰極電着コーティング組
成物には、カチオン性基、またはカチオン性基に変換させることが可能な基、たとえば塩
基性基を有するバインダーを含む。例としては、アミノ、アンモニウムたとえば四級アン
モニウム、ホスホニウムおよび／またはスルホニウム基を挙げることができる。窒素含有
塩基性基が好ましく、前記の基は、四級化された形態で存在することができるし、あるい
は、それらが、通常の中和剤、たとえば、有機モノカルボン酸、たとえばギ酸、乳酸、メ
タンスルホン酸または酢酸を用いてカチオン性基に変換される。塩基性樹脂の例としては
、たとえば、２０～２００ｍｇＫＯＨ／ｇのアミン価に相当する、一級、二級および／ま
たは三級アミノ基を有するものが挙げられる。バインダーの重量平均分子質量（Ｍｗ）が
３００～１０，０００であるのが好ましい。そのようなバインダーの例を挙げれば、アミ
ノ（メタ）アクリル樹脂、アミノエポキシ樹脂、末端二重結合を有するアミノエポキシ樹
脂、一級ＯＨ基を有するアミノエポキシ樹脂、アミノポリウレタン樹脂、アミノ基含有ポ
リブタジエン樹脂、または変性エポキシ樹脂－二酸化炭素－アミン反応生成物などがある
。それらのバインダーは、自己架橋性であってもよいし、あるいは、その混合物中に公知
の架橋剤を用いて使用してもよい。そのような架橋剤の例としては、アミノプラスチック
樹脂、ブロックトポリイソシアネート、末端二重結合を有する架橋剤、ポリエポキシ化合
物、またはエステル交換反応をすることが可能な基を含む架橋剤などが挙げられる。
【００７０】
　バインダーおよび各種独立した架橋剤とは別に、その電着コーティング組成物には、顔
料、充填剤および／または通常のコーティング添加剤が含まれていてもよい。好適な顔料
の例としては、従来からの無機および／または有機着色顔料および／または充填剤、たと
えばカーボンブラック、二酸化チタン、酸化鉄顔料、フタロシアニン顔料、キナクリドン
顔料、カオリン、タルクまたは二酸化ケイ素などが挙げられる。添加剤の例としては、特
に、濡れ剤、中和剤、レベリング剤、触媒、腐食防止剤、へこみ防止剤（ａｎｔｉ－ｃｒ
ａｔｅｒｉｎｇ　ａｇｅｎｔ）、消泡剤、溶媒などが挙げられる。
【００７１】
　電着コーティングは当業者公知の通常の方法で実施し、たとえば、析出電圧は２００～
５００Ｖとする。電着コーティングを析出させてから、その基材から、当業者公知の通常
の方法、たとえば水を用いたすすぎ洗いによって、過剰になっていて付着はしているが析
出したものではない電着コーティングを洗い流す。その後その基材を、電着コーティング
を架橋させるために、目的温度たとえば２００℃までに合わせて、炉の温度をたとえば２
２０℃として焼き付ける。
【００７２】
　本発明による方法のその次の工程（２）において、少なくとも１つのさらなるコーティ
ング層を、好ましくはスプレー塗布、特に静電気を利用したスプレー塗布を用いて、少な
くともこのようにして得られ、金属表面の上に焼き付けた電着コーティング層を備えた、
基材上の金属およびプラスチックの外観表面の全部に塗布する。
【００７３】
　さらなるコーティング層を１層だけ塗布した場合には、それは一般に着色トップコート
である。しかしながら、２層以上のさらなるコーティング層を塗布するのが好ましい。複
数のコーティング層から形成される従来からの多層コート構成の例は下記の通りである：
・プライマーサーフェーサー／トップコート、
・プライマーサーフェーサー／ベースコート／クリヤコート、
・ベースコート／クリヤコート、
・プライマーサーフェーサー代用層／ベースコート／クリヤコート。
【００７４】
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　プライマーサーフェーサーまたはプライマーサーフェーサー代用（ｓｕｂｓｔｉｔｕｔ
ｅ）コーティングは主として、跳ね石（ｓｔｏｎｅ－ｃｈｉｐ）防護および表面のレベリ
ングに使用され、その上にある、環境からの影響を防ぎ、着色トップコートまたは着色お
よび／または実効性のあるベースコートおよび保護クリヤコートからできている装飾トッ
プコートのための表面を与える。
【００７５】
　例として挙げた多層コート構成には、表面全体または表面の一部の上に、特に、高い引
掻き抵抗性を付与するための透明なシーリングコートを用いることも可能である。
【００７６】
　電着コーティング層の後のそれらのコーティング層はすべて、適切なコーティング層を
塗布するために当業者周知の、通常のコーティング剤を用いて塗布することが可能である
。これはそれぞれ、希釈剤としてのたとえば、水および／または有機溶媒を含む液状コー
ティング剤でもよいし、あるいは粉体コーティング剤であってもよい。そのコーティング
剤は単一成分コーティング剤であっても、多成分コーティング剤であってもよく、それら
は物理的に乾燥させるものであっても、酸化または化学的に架橋させるものであってもよ
い。具体的には、プライマーサーフェーサー、トップコート、クリヤコートおよびシーリ
ングコートにおいては、これらは通常化学的に架橋させるシステムであって、熱的（対流
炉によるか、および／または赤外線照射による）および／またはエネルギー照射、特に紫
外線照射の作用によって硬化させることができる。
【００７７】
　本発明による方法の工程（２）において２層以上のコーティング層を塗布する場合には
、それらのコーティング層は、基本的には、それぞれ次のコーティング層を塗布する前に
個別に硬化させておくべきであるという訳ではない。むしろ、それらのコーティング層を
、当業者には公知のウェット－オン－ウェット法によって塗布して、少なくとも２層のコ
ーティング層を同時に硬化させることも可能である。具体的には、たとえばベースコート
とクリヤコートの場合では、ベースコートを塗布した後で、場合によっては短い蒸発段階
を挟んでから、クリヤコートを塗布し、ベースコートと共に硬化させる。
【００７８】
　本発明によるオンライン方法によって、金属部品と、熱可塑性プラスチックをベースと
したプラスチック部品とから混合構成の形で組み立て、熱変形に対して充分な抵抗性を有
し、コーティングしたプラスチック表面と金属表面が極めて調和のとれた視覚的印象を与
える基材を得ることが可能となる。
【００７９】
　表面品質は各種の方法によって評価することができる。その１つは、単純な視覚的なも
ので、その表面の平滑性と反射性を観察して、それが周囲の状況をどれだけ正確に映して
いるかを見る。もう一つの、より体系的な方法は、ＤＯＩである。外観表面（平滑性など
を有している必要がある）が、好ましくは約６５以上、より好ましくは約７０以上のＤＯ
Ｉを有しているのが好ましいが、そのＤＯＩは、オートスペクト（Ａｕｔｏｓｐｅｃｔ，
登録商標）ペイント・アピアランス・クオリティ・メジャーメント（Ｐａｉｎｔ　Ａｐｐ
ｅａｒａｎｃｅ　Ｑｕａｌｉｔｙ　Ｍｅａｓｕｒｅｍｅｎｔ）システムを用いて測定した
ものである。製造する部品の表面品質には、組成物そのもの以外の要因も影響するという
ことは、当業者のよく理解しているところである。たとえば、成形物表面の状態（多孔度
、平坦度）、充填時間や充填圧などの成形条件、たとえばゲートの位置および部品の厚み
など金型の設計、金型温度および溶融温度、ならびにその他の要因が、表面品質に影響す
る可能性がある。塗装する場合には、その表面品質はさらに、使用した塗装技術、および
塗布した塗料の品質の影響も受ける。
【００８０】
　　（試験方法）
　ＤＯＩ：この測定は、米国１８１７０、ミシガン州プリマス（Ｐｌｙｍｏｕｔｈ，ＭＩ
，４８１７０，ＵＳＡ）のパーセプトロン（Ｐｅｒｃｅｐｔｒｏｎ）から入手可能な、オ
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ートスペクト（Ａｕｔｏｓｐｅｃｔ）ペイント・アピアランス・クオリティ・メジャーメ
ント・システム（Ｐａｉｎｔ　Ａｐｐｅａｒａｎｃｅ　Ｑｕａｌｉｔｙ　Ｍｅａｓｕｒｅ
ｍｅｎｔ　Ｓｙｓｔｅｍ）（ＱＭＳ）を使用して実施した。このシステムを用いて、塗装
した表面と未塗装の表面について測定することができる。
【００８１】
　　（サグ試験）
　ＡＳＴＭ標準の、長さ２０．３ｃｍ（８”）厚み０．３２ｃｍ（１／８”）の引張試験
片を、金属製支持具で１端を水平に固定して片持ばりの形態とし、その固定部分から試験
片が１５．２ｃｍ（６”）突き出ているようにする。支持具に取り付けた試験片を２００
℃で３０分加熱し、室温に冷却してから、試験片の先端が下方へ垂れ下がっている距離（
ｍｍ）を測定する。
【００８２】
　　（機器衝撃試験（Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ　Ｉｍｐａｃｔ　Ｔｅｓｔ））
　この試験では、重量が７．３ｋｇ（１６ポンド）で直径１．２７ｃｍ（１／２”）の半
球形の先端を有するドロップハンマー（ｔｕｐ）を、厚み０．３２ｃｍ（１／８”）の成
形プラックに、１．０９ｍの高さから落下させた場合の、力と時間の関係を測定する。こ
の場合、プラックに当たったときのドロップハンマーの公称速度は４．５ｍ／秒となる。
プラックは上面および底面をクランプ止めし、そのクランプの両方に中心を合わせて直径
３．８１ｃｍ（１．５”）の穴が開けられていて、ドロップハンマーがそれらの穴の中心
でプラックに当たるようになっている。ドロップハンマーには加速度計が取り付けてあっ
て、衝撃の際の力をデジタルに記録する。破壊するための最大の力と全エネルギーをデー
タから計算する。報告するデータは３回の測定の平均値である。
【００８３】
　類似の測定器で、シースト（Ｃｅａｓｔ，登録商標）ダート・テスター（Ｄａｒｔ　Ｔ
ｅｓｔｅｒ）（シースト・Ｓ．ｐ．ａ．（Ｃｅａｓｔ　Ｓ．ｐ．ａ．）製）を用いて、落
槍衝撃（ｄａｒｔ　ｉｍｐａｃｔ）も測定した。報告するデータは３回の測定の平均値で
ある。
【００８４】
　　（引張弾性率、強さおよび伸び）
　ＡＳＴＭ試験法Ｄ２５６を採用し、引張速度５．０８ｃｍ（２”）／分で測定した。
【００８５】
　　（曲げ弾性率（３点））
　ＡＳＴＭ試験法Ｄ７９０を採用して測定した。
【００８６】
　　（融点）
　ＡＳＴＭ　Ｄ３４１８－８２により、加熱速度１０℃／分で測定した。溶融発熱のピー
クを融点とする。ＬＣＰの融点としては、第二の発熱（ｓｅｃｏｎｄ　ｈｅａｔ）を採用
した。
【００８７】
　　（コンパウンディング方法および成形方法）
　コンパウンディング方法Ａ：ポリマー組成物は、３０ｍｍのウェルナー・アンド・プラ
イデラー（Ｗｅｒｎｅｒ　ａｎｄ　Ｐｆｌｅｉｄｅｒｅｒ）２軸スクリュー押出機の中で
コンパウンディングすることにより調製した。すべての成分を一緒にブレンドし、押出機
のリア部（バレル１）にフィードしたが、ただし、ニグロス（Ｎｙｇｌｏｓ，登録商標）
およびその他の鉱物質はバレル５（１０バレル中の）の中にサイドフィードし、また可塑
剤は液体注入ポンプを用いて添加した。この方法から外れることがあれば、実施例の中に
明記する。バレル温度の設定としては２８０～３１０℃として、実際の溶融温度が、組成
物と押出機速度とスクリューのｒｐｍに応じて２９０～３５０℃になるようにした。
【００８８】
　　（コンパウンディング方法Ｂ）
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　この方法は、方法Ａと同一であるが、ただし、４０ｍｍのウェルナー・アンド・プライ
デラー（Ｗｅｒｎｅｒ　ａｎｄ　Ｐｆｌｅｉｄｅｒｅｒ）２軸スクリュー押出機を使用し
た。サイドフィードする原料はバレル６（１０バレル中の）の中にフィードした。
【００８９】
　樹脂は、３オンスまたは６オンス射出成形機で、ＡＳＴＭ試験用の試験片に成形した。
溶融温度は２８０～３００℃、金型温度は１１０～１３０℃であった。
【００９０】
　実施例においては、各種の成分を使用したが、それらについて以下に定義する：
　３ＧＴ：ポリ（１，３－プロピレンテレフタレート）
　アメリケム（Ａｍｅｒｉｃｈｅｍ，登録商標）１８５９Ｒ３：ＰＥＴコポリエステル中
４０％カーボンブラックのコンセントレート（アメリケム・インコーポレーテッド（Ａｍ
ｅｒｉｃｈｅｍ，Ｉｎｃ．）、米国４４２２１，オハイオ州カイヤホガ・フォール（Ｃｕ
ｙａｈｏｇａ　Ｆａｌｌ，ＯＨ，４４２２１，ＵＳＡ）製）
　クラスチン（Ｃｒａｓｔｉｎ，登録商標）６１５５：テレフタル酸、アジピン酸、およ
び１，４－ブタンジオールのコポリマー（米国１９８９８，デラウェア州ウィルミントン
（Ｗｉｌｍｉｎｇｔｏｎ，ＤＥ，１９８９８，ＵＳＡ）の本願特許出願人より入手可能）
　クラスチン（Ｃｒａｓｔｉｎ，登録商標）６１２９：インヘレント粘度が約１．２のポ
リ（１，４－ブチレンテレフタレート）ポリマー（米国１９８９８，デラウェア州ウィル
ミントン（Ｗｉｌｍｉｎｇｔｏｎ，ＤＥ，１９８９８，ＵＳＡ）の本願特許出願人より入
手可能）
　クライスター（Ｃｒｙｓｔａｒ，登録商標）１９０６：ＰＥＴコポリマー、インヘレン
ト粘度（ＩＶ）が０．６５で、約１２モルパーセントのポリエチレンオキシドと共重合さ
せたもの（米国１９８９８，デラウェア州ウィルミントン（Ｗｉｌｍｉｎｇｔｏｎ，ＤＥ
，１９８９８，ＵＳＡ）の本願特許出願人より入手可能）
　クライスター（Ｃｒｙｓｔａｒ，登録商標）３９３４：ＩＶ＝０．６７のＰＥＴホモポ
リマー（米国１９８９８，デラウェア州ウィルミントン（Ｗｉｌｍｉｎｇｔｏｎ，ＤＥ，
１９８９８，ＵＳＡ）の本願特許出願人より入手可能）
　ホスタモント（Ｈｏｓｔａｍｏｎｔ，登録商標）ＮＡＶ１０１：モンタン酸ナトリウム
（独国スルツバッハ・アム・タウンス（Ｓｕｌｚｂａｃｈ　ａｍ　Ｔａｕｎｎｓ）Ｄ－６
５８４０のクラリアント・コーポレーション（Ｃｌａｒｉａｎｔ　Ｃｏｒｐ．）より入手
可能）
　ハイトレル（Ｈｙｔｒｅｌ，登録商標）５５５６：ポリ（１，４－ブチレンテレフタレ
ート）およびポリ（テトラメチレンエーテル）グリコールのブロックを含む熱可塑エラス
トマー性ポリエステル（米国１９８９８，デラウェア州ウィルミントン（Ｗｉｌｍｉｎｇ
ｔｏｎ，ＤＥ，１９８９８，ＵＳＡ）の本願特許出願人より入手可能）
　イルガノックス（Ｉｒｇａｎｏｘ，登録商標）１０１０：抗酸化剤（米国１０５９１，
ニューヨーク州タリータウン（Ｔａｒｒｙｔｏｗｎ，ＮＹ，１０５９１，ＵＳＡ）のチバ
・スペシャルティ・ケミカルズ（Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ）
より入手可能）
　ＬＣＰ１：５０／５０／８７．５／１２．５／３２０（モル部）のヒドロキノン／４，
４'－ビフェノール／テレフタル酸／２，６－ナフタレンジカルボン酸／４－ヒドロキシ
安息香酸のコポリマー、約２５ｐｐｍのカリウムカチオンを含む、融点３６０℃
　ＬＣＰ２：１００／３３／３４／３３／３００（モル部）のヒドロキノン／テレフタル
酸／イソフタル酸／２，６－ナフタレンジカルボン酸／４－ヒドロキシ安息香酸のコポリ
マー、融点３２５℃
　ＬＣＰ３：１００／７０／３０／２５０（モル部）のヒドロキノン／イソフタル酸／２
，６－ナフタレンジカルボン酸／４－ヒドロキシ安息香酸のコポリマー、融点２７０℃
　ＬＣＰ４：５０／５０／７０／３０／２７０／５０（モル部）のヒドロキノン／テレフ
タル酸／イソフタル酸／２，６－ナフタレンジカルボン酸／４－ヒドロキシ安息香酸／６
－ヒドロキシ－２－ナフトエ酸のコポリマー、融点２３０℃
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　ＬＣＰ５：５０／５０／７０／３０／３２０（モル部）のヒドロキノン／４，４'－ビ
フェノール／テレフタル酸／２，６－ナフタレンジカルボン酸／４－ヒドロキシ安息香酸
のコポリマー、融点３３４℃
　リコワックス（Ｌｉｃｏｗａｘ，登録商標）ＰＥ５２０：金型潤滑剤として使用される
ポリエチレンワックス（米国２８２０５、ノースカロライナ州シャーロット（Ｃｈａｒｌ
ｏｔｔｅ，ＮＣ，２８２０５，ＵＳＡ）のクラリアント・コーポレーション（Ｃｌａｒｉ
ａｎｔ　Ｃｏｒｐ．）より入手可能）その酸価は０ｍｇＫＯＨ／ｇ－ワックスであると報
告されている。
　リコワックス（Ｌｉｃｏｗａｘ，登録商標）ＰＥＤ５２１：金型潤滑剤として使用され
る酸化ポリエチレンワックス（米国２８２０５、ノースカロライナ州シャーロット（Ｃｈ
ａｒｌｏｔｔｅ，ＮＣ，２８２０５，ＵＳＡ）のクラリアント・コーポレーション（Ｃｌ
ａｒｉａｎｔ　Ｃｏｒｐ．）より入手可能）その酸価は１８ｍｇＫＯＨ／ｇ－ワックスで
あると報告されている。
　ニグロス（Ｎｙｇｌｏｓ，登録商標）４：長さが平均約９μｍのウォラストナイト繊維
（サイジングなし）（カナダ国アルバータ州カルガリー（Ｃａｌｇａｒｙ，ＡＢ，Ｃａｎ
ａｄａ）のナイコ・ミネラルズ（ＮＹＣＯ　Ｍｉｎｅｒａｌｓ）より入手可能）
　ニグロス（Ｎｙｇｌｏｓ，登録商標）４Ｗ２０５４４：長さが平均約１０μｍのウォラ
ストナイト繊維（カナダ国アルバータ州カルガリー（Ｃａｌｇａｒｙ，ＡＢ，Ｃａｎａｄ
ａ）のナイコ・ミネラルズ（ＮＹＣＯ　Ｍｉｎｅｒａｌｓ）より入手可能）
　ＰＥＮ：ポリ（エチレン２，６－ナフトエート）
　プラストホール（Ｐｌａｓｔｈａｌｌ，登録商標）８０９：ポリエチレングリコール４
００ジ－２－エチルヘキサノエート
　ポリマーＡ：エチレン／アクリル酸ｎ－ブチル／メタクリル酸グリシジル（６６．７５
／２８／５．２５重量％）コポリマー、メルトインデックス１２ｇ／１０分
　ポリマーＢ：エチレン／アクリル酸ｎ－ブチル／一酸化炭素（５７／３３／１０重量％
）コポリマー、メルトインデックス１２ｇ／１０分
　ポリマーＣ：エチレン／アクリル酸ｎ－ブチル（７３／２７重量％）コポリマー、メル
トインデックス４ｇ／１０分
　ポリマーＤ：エチレン／アクリル酸ｎ－ブチル／メタクリル酸グリシジル（６６／２２
／１２重量％）コポリマー、メルトインデックス８ｇ／１０分
　ポリマーＥ：エチレン／アクリル酸ｎ－ブチル／メタクリル酸グリシジル（７２．６／
２６／１．４重量％）コポリマー、メルトインデックス１５ｇ／１０分
　ポリマーＦ：エチレン／アクリル酸ｎ－ブチル／メタクリル酸グリシジル（６６．７５
／２８／５．２５重量％）コポリマー、メルトインデックス１２ｇ／１０分
　ポリマーＧ：エチレン／アクリル酸ｎ－ブチル／メタクリル酸グリシジル（６３／２０
／１７重量％）コポリマー、メルトインデックス１４ｇ／１０分
　サーリン（Ｓｕｒｌｙｎ，登録商標）８９２０：エチレン／メタクリル酸（８５／１５
重量％）コポリマー、ナトリウムを用いて中和したもの、メルトインデックス０．９ｇ／
１０分（米国１９８９８，デラウェア州ウィルミントン（Ｗｉｌｍｉｎｇｔｏｎ，ＤＥ，
１９８９８，ＵＳＡ）の本願特許出願人より入手可能）
　テフロン（Ｔｅｆｌｏｎ，登録商標）ＴＥ９０５０：テトラフルオロエチレンとヘキサ
フルオロプロピレンとからの粉体化コポリマー（米国１９８９８，デラウェア州ウィルミ
ントン（Ｗｉｌｍｉｎｇｔｏｎ，ＤＥ，１９８９８，ＵＳＡ）の本願特許出願人より入手
可能）
　サームクス（Ｔｈｅｒｍｘ，登録商標）１３７８７：ポリ（１，４－シクロヘキシルジ
メチレンテレフタレート）（米国テネシー州キングスポート（Ｋｉｎｇｓｐｏｒｔ，ＴＮ
　ＵＳＡ）のイーストマン・ケミカルズ・インコーポレーテッド（Ｅａｓｔｍａｎ　Ｃｈ
ｅｍｉｃａｌｓ，Ｉｎｃ．）より入手可能）
　ウルトラノックス（Ｕｌｔｒａｎｏｘ，登録商標）６２６：抗酸化剤、ビス（２，４－
ジ－ｔ－ブチルフェニル）ペンタエリスリトールジホスフェート（米国２６５０１，ウェ
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ストバージニア州モーガンタウン（Ｍｏｒｇａｎｔｏｗｎ，ＷＶ，２６５０１，ＵＳＡ）
のＧＥ・スペシャルティ・ケミカルズ・インコーポレーテッド（ＧＥ　Ｓｐｅｃｉａｌｔ
ｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ，Ｉｎｃ．）から入手可能）
　ユニプレックス（Ｕｎｉｐｌｅｘ，登録商標）８１０：可塑剤、平均分子量９４６のポ
リ（エチレングリコール）ジラウレート（米国２７４０６，ノースカロライナ州グリーン
ズボロ（Ｇｒｅｅｎｓｂｏｒｏ，ＮＣ，２７４０６，ＵＳＡ）のユニテックス・ケミカル
・コーポレーション（Ｕｎｉｔｅｘ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｒｐ．）から入手可能）
【００９１】
　実施例においては、組成物の量はすべて重量部で表されている。
【００９２】
　　（実施例１～２及び比較例Ｑ～Ｒ）
　表１に列挙した組成物を、コンパウンディング方法Ａにより製造した。プラック（７．
６×１２．７ｃｍ、３”×５”）を射出成形し、次いでプライマー処理し、自動車の塗装
ラインを模したラボ試験室においてスプレー塗装した。ヒートサグとＤＯＩを測定した。
鋼製プラックのＤＯＩは７３．５であった。ヒートサグおよびＤＯＩのデータを表１に示
す。ＬＣＰ成分の融点が高くなるほど、ヒートサグが小さくなることが観察された。
【００９３】
【表２】

【００９４】
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　　（比較例Ａ）
　表２に示す組成物をコンパウンディング方法Ａにより調製し、成形してプラック（７．
６×１５．２ｃｍ、３”×６”）にし、プライマー処理し、自動車のＯＥＭ塗装ラインを
模したラボ試験室においてスプレー塗装した。結果を表２に示す。
【００９５】
【表３】

【００９６】
　　（比較例Ｂ－Ｉ）
　ＬＣＰを加えないＰＥＴ成形組成物をコンパウンディング方法Ａによりコンパウンディ
ングし、標準手法によりプラックを成形した。そのデータから、ポリマーＡのようなグラ
フトゴムは、組成物中におけるゴムレベルを上げるにつれて落槍衝撃値を上げる効果があ
るが、同時に、ゴムレベルの上昇につれてヒートサグの値も大きくなることがわかる。非
グラフトゴムたとえばポリマーＢおよびＣは、ゴム強化剤としては効果が無く、また、ゴ
ムレベルを上げてもヒートサグの増加はない。配合と結果を表３に示す。
【００９７】
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【表４】

【００９８】
　　（実施例５および比較例Ｊ）
　これらの組成物は、コンパウンディング方法Ａにより調製し、標準手法により射出成形
した。その配合に５％のＬＣＰ５を添加することによって、ナトリウム源としてサーリン
（Ｓｕｒｌｙｎ，登録商標）ナトリウムを含む強靱化ＰＥＴ組成物における伸びが増加し
、ヒートサグが減少する。組成と結果を表４に示す。
【００９９】
【表５】

【０１００】
　　（実施例６～９）
　これらの実施例においては、強化剤の中のメタクリル酸グリシジルの量を変化させた。
寸法を合わせたウォラストナイトも使用した。組成物をコンパウンディング方法Ａで製造
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し、試験片は標準手法により射出成形した。組成とそれらの性質を表５に示す。
【０１０１】
【表６】

【０１０２】
　　（実施例１０～１２および比較例Ｋ）
　組成物をコンパウンディング方法Ａにより製造し、標準手法によって成形した。組成と
物理的性質を表６に示す。
【０１０３】

【表７】

【０１０４】
　　（実施例１３～１８）



(27) JP 4716997 B2 2011.7.6

10

20

30

　これらの実施例においては、存在していたＰＥＴのいくつかを他のポリエステルに置き
かえた。組成物はコンパウンディング方法Ａにより成形し、標準法により成形したが、そ
の組成と物理的性質を表７に示す。
【０１０５】
【表８】

【０１０６】
　　（実施例１９～２３および比較例Ｌ～Ｐ）
　１つを除いてその他すべての実施例で、ＰＥＴを他のポリエステルと置きかえた。組成
物はコンパウンディング方法Ａにより製造し、標準手法により成形したが、ただし、押出
機中の混合バレルおよびダイの温度設定は３００℃とした。組成と物理的性質を表８に示
す。
【０１０７】



(28) JP 4716997 B2 2011.7.6

10

20

30

【表９】

【０１０８】
　　（実施例２４～２６）
　これらの実施例においては、組成物はコンパウンディング方法Ａにより製造し、組成物
を成形するための標準方法を用いた。組成と性質を表９に示す。これらの組成物は、耐熱
性が幾分低く、そのため、電気器具のための外観部品のような品目に有用である。
【０１０９】
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【表１０】

【０１１０】
　　（実施例２７～３７）
　これらの組成物はコンパウンディング方法Ｂにより製造し、標準手法により射出成形し
た。潤滑剤（「リコワックス（Ｌｉｃｏｗａｘ，登録商標）」）の一部はサイドフィード
（「第二混合段」）し、一部はリアフィード（「第一混合段」）したが、このことは表１
０の中に示してあり、また表１０には、組成とそれらの性質を示している。
【０１１１】
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【表１１】
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